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1.本 稿 の 課 題

1.1情 報 化 の 進 展 と社 会 の 不 可 視 化

本 稿 の 課 題 は,地 域 情 報 化 に関 して社 会 認 識

の 観 点 か らい くつ か の 理 論 的 課 題 につ い て整 理

す る こ と にあ る。 まず,そ の 出 発 点 と な る問 題

意 識 につ い ての べ てみ よ う。

2009年 は情 報 ネ ッ トワ ー クの あ り方 を画 期 す

る1年 とい え る。 企 業 を は じめ 組 織 で の 情 報 処

理 ・管 理 にお い て は,ユ ーザ が 保 有 す るサ ー バ,

ア プ リ ケ ー シ ョン,デ ー タ な ど を ネ ッ トワ ー ク

を介 して外部化 して利用す る 「クラ ウ ドコ ンピュー

テ ィ ン グ」 と総 称 され る一 連 の サ ー ビス の 導 入

が進 んだ 。パ ー ソナ ルユ ース で は,新 しい コ ミュ

ニ ケ ー シ ョン ツ ー ル と して 「ツ ィ ッタ ー」 が 一

般 化 し,動 画 配 信 の 中継 サ ー ビス の 利 用 が 広 ま

り,ま た,情 報 端 末 もス マ ー トフ ォ ンの 普 及 に

よ り固 定 され たパ ー ソ ナ ル コ ン ピ ュ ー タ を離 れ

て常 時 ネ ッ トワ ー クサ ー ビス が 受 け られ る状 況

が 生 ま れ て い る (1)。この よ う に そ れ まで の ス タ

ン ドア ロ ンの 端 末 や セ キ ュ リ テ ィ的 に外 部 と遮

断 され た ロ ー カ ル な ネ ッ トワ ー クで の 情 報 処 理

を基 本 にす るの で は な く,グ ロ ーバ ル な ネ ッ ト

ワ ー クの 「中で 」 情 報 処 理 の プ ロセ ス が 遂 行 さ

れ る こ とを基本 とす る シス テ ムへ の移行 が 起 こ っ

ているのである。

確認 したいが,こ れはあ くまで先端技術が利

用可能な中心的領域のあ り方であるが,そ れが

先進的社会としての高度な情報ネッ トワーク社

会の具体像として認識され,発 展のビジョンと

して機能 しているのである。それはネッ トワー

ク化の進展による組織と個人における情報処理

の合理化 ・効率化のなかに 「進歩」を語るので

ある。

ネットワークとユーザの関係からみれば,情

報通信サービスを提供するネッ トワークのもと

にユーザとして組織や個人がカスケー ドの形で

並列 し,ネ ットワークを介 し必要に応 じて相互

に 「接続」するのである。こうした形態を進め

ることで個々の情報利用の場面での利便性 ・効

率性が高まる。これによってパーソナルな場面

での情報空間は一層ユーザ本位に可視化される。

しかしその一方で,「 クラウ ド」 とい う言葉が

示すようにその合理性 ・効率性のもとに 「社会」

としての全体はむしろ認識 しにくくなる,ま た

は認識する必要性を奪われる。この全体社会の

不可視化は都市化が進む現代社会が抱えてきた

問題であ り,情 報化によりその新 しい局面が開

かれたのである。

(1)2009年 の情報通信の全般お よび政府の政策 について は総務省 『平成22年 版情報通信 白書』 を
,商 用サー ビス

におけ る動向 について は,『 インター ネッ ト白書2010』 を参照の こと。
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さて本研究の焦点は, この ｢社会の不可視化｣

という現代社会の状況をふまえて, 地域情報化

社会認識の観点から捉えることにある｡ 上記の

情報化に伴う社会の不可視化は全体社会と個人

の中間にある ｢地域｣ においてさらに問題とし

てあらわれる｡ 後述するように全体社会の進歩

としての情報化観は技術に依拠する合理性を基

盤にするものであり, その意味で技術史観とし

て読むことができる｡ しかし, これでは地域情

報化において現場である地方社会を十分にとら

えることはできないように感じられる｡ その視

点からの ｢地域情報化｣ とは, 合理的でグロー

バルな情報通信システムをローカライズするも

のとして地域での情報化活動をとらえることに

なるからである｡ それはもちろん技術論として

は妥当しても, ただ外部の情報システムへの適

応を優先するだけでは地域情報化のもう一つの

柱であるべき地域社会での主体性を十分にとら

えることはできない｡

一方で, 地域情報化において ｢主体｣ を語る

場合, 前述の社会の不可視化によってさらに困

難な問題が生じる｡ 地域を基盤整備やサービス

提供, また特定団体の活動という技術的な意味

での情報化の地域的な ｢範域｣ としてとらえる

だけでは, たとえば増田が示したように住民の

社会参加を本義とする地域での情報化を考える

ことはできない(�)｡ しかし, 都市化の進展によ
り ｢地域｣ は固有の境界と成員をもつ存在とし

ては語れないのである｡

本稿では地域情報化における ｢地域｣ の認識

に焦点を合わせて, そこで検討されるべき論点

を探ってみたい｡ その場合の視座となるのは,

知識社会学と現代社会論である｡ 前者は社会認

識に関して２つの含意をもつ｡ 第１は, 情報と

いう固有の内的論理をもつ事象を, 社会的文脈

において相対化することである｡ それは社会の

側から情報を見ることに導く｡ 第２には, その

社会的文脈において ｢情報｣ が価値として機能

する様態をみることができる｡ これらによって,

地域社会の ｢中の｣ 社会的な過程として情報化

を捉えることが試みられるのである(�)｡
現代社会論の視点は ｢社会の不可視化｣ に加

えて, 次の２つの含意をもつ｡ 第１は, 戦後の

日本社会の変化の中に ｢情報化｣ をおき, 特権

化しないことである｡ これで先端性を志向する

情報化の認識を相対化することができる｡ 第２

は, 翻って生活圏の消費化という観点からの

｢地域｣ の相対化である｡ 全体社会と個人の間

に, いかなる形として分析枠組みとしての ｢地

域｣ を措定できるのか, それについて考察する

起点となるのである｡����������������� ��������������
まず ｢情報化｣ について社会認識の側面から

考えてみよう｡ もちろん, 事象としては技術の

発展とその社会的応用の促進という自然科学的

尺度で測られるものであるが, 社会の ｢発展｣

または ｢進歩｣ という価値を付与されることで,

それは固有の形式をもつ一つの社会認識の範型

となる｡ そこでは情報通信技術の合理性と科学

技術としての普遍性が社会の変革を生み出すも
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―�―(２) 増田は通信サービスの自己管理を含めた, より包括的で能動的な活動として地域社会での情報化を考えてい
る (増田 1985)｡

(３) これについては, 城戸 (2008) を参照のこと｡



のとされ, その帰結としての状態が発展または

進歩と見なされることになる｡����年以降, 情報通信は構造改革を進める日
本政府の政策の柱となっているが, そこでの情

報化とは日本が国際競争力を取り戻して経済成

長を回復し, 同時に社会的課題の解決や国民の

自己実現を促進するために, 情報通信を経済社

会の基幹とすることである(�)｡ 総務省の ｢ユビ

キタスネットワーク社会｣ という社会像が示す

ように, それは情報通信技術の全体化により,

あらゆる位相での社会の合理化・効率化を価値

とするひとつの社会認識を示しているのである｡

これは, 社会発展の合理性と普遍性または必然

性を科学技術を根拠に語る点で, 技術史観の一

つと見なすことができる(�)｡ 経済的価値生産の
効率化とその配分の合理化が, 社会・文化領域

の進歩を必然的に帰結することを含むのであり,

それは社会成員個々の欲求充足の増大としてあ

らわれる｡ つまり, 情報通信はその科学技術と

しての普遍性により, 社会全体の価値生産の効

率化と同時に個々人の価値充足においても同時

に効果を及ぼすという理解が自明の前提になっ

ているのである｡

情報通信技術の発展による経済社会の変化を

歴史的な進歩の過程とする文明論的視点から捉

え, その実践を試みるのが公文らの研究であ

る(�)｡ 情報通信技術の発達は価値の座が物質か
ら知識／情報に変化することで個人の協働を可

能にするのであり, より能動的, 主体的な社会

参加が可能になる社会の実現 (協働型社会とし

ての情報社会) は万人がめざすべき課題となる

のである (丸田・國領・公文 ����)｡ これは情
報通信によって新たな力を与えられた個々人に

よる協働の実践的な場として地域での情報化活

動に焦点をあてており, このようにマクロなビ

ジョンと個々の情報化事業 (民間, 市民も含む)

の分析がセットになっている点に特徴がある｡

ここでは ｢地域｣ が重要な意味をもつが, それ

については次章でふれる｡

これらの議論は技術史観によって先端技術の

導入としての情報化を特権化するものだが, 社

会認識の点では戦後日本の社会変動を反映した

言説であることを確認しなければならない｡ 高

度成長期における工業化の結果, 日本は社会全

体での都市化が進行する｡ その結果生活様式の

大きな転換が生じ, 物的生産ではなく, 財やサー

ビスの享受的消費によって生活を組み立てる都

市的な生活様式が形成され, ｢豊かさ｣ が希求

されるのである(�)｡ ここにおいては経済成長の
帰結である所得をもとに個々人がパーソナルに

必要な財・サービスを選択することが生活の過

程であり, その利便性を高めることが重要な課

題となる｡ 逆説的に現在の不況下において明ら

かになったように, 高度経済成長期以降の社会

認識においては, 全体の成長と個々人の自己充

足は並行的に実現されるものであり, 社会認識

｢地域の情報化｣ から ｢情報の地域化｣ への転換は可能か

―�―
(４) 2000以降の日本政府の情報化戦略については, ｢高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部｣ ホームペー
ジを参照のこと (�����������������������������������2�)｡

(５) 1950年代を中心とする工業化による近代化論は ｢産業社会論｣ と呼ばれるが, これについては庄司 (1977)
を参照のこと｡

(６) 文明論としては, 公文 (1994) を, 実践へのアプローチとしては, 丸田・國領・公文 (2006) を参照｡
(７) 以下, 消費社会としての現代社会はこの意味で理解する (城戸 1996)｡ 一般的にいわれる記号化した消費を
メルクマールとする消費社会とは, このような生活様式の転換に規定されるものであり, 情報化と対立する
ものではない｡



としての ｢情報化｣ とはそれを正当化し, また

保証するビジョンとして機能するのである｡��� ������������������������
次章へのつなぎとして, 以下の点を確認して

おこう｡ ひとつは変化において志向される価値

のあり方であり, もう一つは進歩の意思決定の

あり方についてである｡

前述のように, 現在の情報化はグローバリゼー

ションへの対応を志向する｡ そこでは価値の標

準化と効率化によって大きな価値生産が目指さ

れるが, ｢マクドナルド化｣ との批判があるよ

うに特定の価値や存在の様式を強制するもので

ある(�)｡ また, そこでは先端性により競争力が
争われるが, 先端技術の導入には一定のそして

高水準な経済的・社会的条件が存在するのであ

り, それに満たない社会の領域は排除されるこ

とになる｡ 地域情報化における ｢地域｣ とは,

このような全体的状況や認識のもとで検討され

なければならないのである｡

ベックは 『危険社会』 において現代社会の進

歩は科学技術に偏重し, その意思決定は社会全

体の利益ではなく, 特定のセクタの利害をもと

になされると批判する (ベック ����)｡ 前述の
公文らは次章で触れるように地域での主体性を

重視するが, その場合, 地域社会においては住

民自身の課題としていかなる形で情報化を選択

できるのかが問われるれることになる｡ 価値の

審級がグローバル化する中で, 地域社会は上位

のシステムの論理以外に情報化を自主的に選択

する基盤はあるのだろうか｡ この点からも地域

情報化における ｢地域｣ を考察する上での困難

性が生まれるのである｡��������������������
本稿では ｢地域｣ 概念そのものを取り扱うこ

とはできないので, 前章で取り上げた論点をふ

まえて情報化において ｢地域｣ として認識され

る対象と様態およびその視点について考慮すべ

き論点を２つの視点から考えてゆく｡ 第１は情

報化の側から捉えた ｢地域｣, 第２は地域社会

から捉えた情報化における ｢地域｣ である｡��� ��������������
合理的な発展／進歩の過程としてとらえられ

る ｢情報化｣ の認識のもとでは, 情報通信技術

を経済社会に実際的に組み込む事業が遂行され

る空間的範域として地域社会は現れる｡ ここで

は具体的には行政区画や経済圏などが範域の単

位とされ, そこでの情報基盤の普及率, 各種サー

ビスの供給状況, 法人および個人のユーザー数

などの指標により, 様々な主体による情報化の

結果が評価される｡

この点で地域情報化はグローバルな情報シス

テムをローカライズする過程であり, 地域は情

報のローカルシステムとして再編される対象で

あることを意味する(�)｡ この点から考えれば,
情報通信による地域社会内部での変革とは高速

交通網の整備と同様に, 地域社会の諸資源がグ

ローバルなシステムのリソースに変換されるこ
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―�―(８) ｢マクドナルド化｣ については, リッツア (1999) を参照のこと｡
(９) たとえば, 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部が2006年に策定した ｢ＩＴ新改革戦略｣ では, ｢い
たみ｣ や ｢抵抗｣ の語をもちいて, 情報通信技術をもちいた ｢変革｣ が日本社会に貫徹されるべきものであ
ることを示している｡



とによって上位のシステムに機能化する過程な

のである｡

公文らの議論は上位のシステムの合理性をロー

カルなシステムで実現することで社会全体の発

展をとらえているが, その実現に ｢協働｣ の語

が示すように, ｢場｣ と ｢主体｣ という観点に

おいて地域社会内での社会的結合を重視する

(丸田・國領・公文 ����)｡ ｢地域｣ に関しては,
丸田の語る ｢郷土｣ に明らかなように, あるが

ままの地域社会はリソースのストックに過ぎず,

情報ネットワークに媒介される住民の参加を通

して新たに生まれると捉えられている (丸田����)｡ こうして情報通信により一般化される
社会参加の新たなツールを提示することで地域

社会は設計と実践における主体性を捉えること

が可能になるが, 方法としての情報化の普遍性

を強調するため, 成功事例を通して, その成果

として ｢地域｣ を語ることにもなる(��)｡��� ���������������������
これらは ｢情報／情報化｣ という特権的視点

から地域社会を捉えたものであるが, では情報

化において社会の側からはいかに ｢地域｣ を語

りうるのだろうか｡ それは丸田らも強調する情

報化を通した ｢つながり｣ への志向と, それに

よる ｢地域｣ 再生 (または新生) の可能性であ

る｡ パソコン通信以来, ラインゴールドの ｢バー

チャル・コミュニティ｣ (ラインゴールド����) など新しい社会的結合体として電子コミュ
ニティが理論的, 実践的に語られてきたが, そ

れを地域社会において, ｢地域｣ をイシューと

して展開することで地域社会の課題に取り組む

ことが試みられる(��)｡
たとえば金子は ｢バルネラビリティ｣ をキー

ワードにして, ボランティアと対比させること

で非経済的価値に立脚した相互貢献的なネット

ワークの可能性を論じている (金子 ����)｡ ま
た, 渡辺は情報論の観点からコミュニケーショ

ンの前提, 関係性という観点から情報を捉え,

協同を通して地域社会への主体的参画を可能に

するものとして地域社会における ｢情報デザイ

ン｣ を論じている (渡辺 ����)｡ これらはとも
に社会的結合そのものに価値をおく議論であり,

地域社会を内部から住民の視点で捉えるアプロー

チにつながるのである｡��� ����������������
しかし, これまで紹介してきた議論は現代社

会の事実として地域社会が個人に解体されたこ

とを一般的前提とし, その個人の主体性に立論

の根拠をもとめる点では同一の認識である｡ 都

市化が進行する社会的現状に関する経験の一般

化として妥当するとはいえ, それは社会認識と

してひとつの問題点を含んでいる｡ それは, 個

人を強調することで立論の起点において ｢地域｣

｢地域の情報化｣ から ｢情報の地域化｣ への転換は可能か

―�―
(10) 丸田ら議論において, ｢地域｣ そのものの定義 (丸田・國領・公文 2006�3�8) が一般的理解をでないのは,
方法として個々の情報化活動への通有性を求めるという積極的な意味もあるが, その結果として地域社会の
理解は, それを指標とする事業としての個別的な妥当性・有効性の評価という形で現れることになる｡
たとえば, 大分県のコアラの事例が分析されるが, そこで ｢地域｣ はコアラによる情報化事業のリソース

や社会的効果として捉えられている (丸田・國領・公文 2006�65�87)｡ しかし, 重要なのは, 大分県の情報
化のなかで ｢地域｣ という準拠枠を形成することに関してコアラの活動が果たした社会的役割を捉えること
であり, それはコアラを成功例として特権化することからは得られないのではないだろうか (城戸 2004)｡

(11) 増田における ｢情報社会｣ においても地域のコミュニティの活性化は大きなテーマである (増田 1985)｡ い
くつもの事例があるが, ラインコールドも取り上げる大分県の地域情報化活動によく現れている (尾野 1994)｡



を否定することにあるのではない｡ ｢解体｣ と

認識された地域社会のあり方を検討することな

く, 情報通信のみが社会的結合を形成すると前

提し, 普遍的主体としての地位を ｢個人｣ に与

える点にあるのである｡

社会の都市化という観点にたつと, この解体

過程は生活圏の脱社会化／メディア化として捉

えられる (城戸 ����)｡ ツイッターなどの新し
いコミュニケーションツールがこれまでにない

｢つながり｣ を生んでいる一方で, たとえば鈴

木が ｢データベースの参照｣ と呼ぶように, 社

会のメディア化としての情報化は個人をパーソ

ナルな関心に志向させ, 他者 (あるいは自己)

との機能的関係を強いる状況を生み出している

(鈴木 ����)｡ 情報化とは, この状況を深化さ
れる過程でもあるのである｡

日常生活での情報化という面では, コミュニ

ケーションの情報化はそけだれでただちに ｢地

域｣ を志向するものではない｡ 社会の変化は常

に正負の両面において考える必要があるが,

｢既に解体された｣ という一般的に認識によっ

て認識の枠から漏れるのは, 実は現代社会の生

活空間のあり方であろう｡ 現代人にとって, 個々

の生活空間は都市的メディアを共有ながらも分

化しており, パーソナルな領域を超えた中間領

域を措定することには困難がともなう｡ もちろ

ん特定のトピックによって個々人の関心を集約

することはできるが, そこからただちに共通の

準拠枠として機能する ｢地域｣ は導き出せない

だろう(��)｡ 情報の利用はユーザの置かれた社

会的文脈に規定されるのであり, 技術の普遍性

をもって, 情報システムがすべてのユーザに同

一の機能や効果をもつことを前提とすることは

できない｡ 情報通信を根拠に, 無前提に情報ユー

ザが地域社会を志向することを前提にすること

はできないのである｡ そのためには情報通信ネッ

トワークの外部の要因が同時に作用しなくては

ならないのではないだろうか｡��� �����������
この章では情報化において ｢地域｣ を捉える

場合, ｢個人｣ も事実としての ｢地域｣ も無条

件で議論の一般的起点にすることはできないこ

とを確認しておきたい｡ これは前章でベックを

引いてのべた地域情報化における地域社会の主

体性という問題点に関わってゆく｡ 前述のよう

に情報ネットワークの内部のみで集合的な位相

での活動主体として地域社会を捉えることはで

きない｡ それは情報化において社会的 (または

社会学的に) 地域社会を理解することが必要で

あることを意味していると考える｡

森谷は社会学での ｢地域｣ 概念を整理するこ

とを通して, 情報化において地域は既にある実

体的な存在ではなく, その過程の中で生み出さ

れるべきものであるとのべる (森谷 ����)｡ 確
かに現代人は複数の視点をもち複数のチャンネ

ルを通してで個々の生活圏を認識すると考えら

れ, 地域情報化の文脈で事実として存在するも

のとして ｢地域｣ を捉えることはできない｡ な

らば, どうすれば地域社会の内部から情報／情
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―�―(12) 現代社会論の文脈でさらに言えば, 個々人の生活圏は, 物理的空間内での他者との人格的関係, 機能的関係,
都市的メディア, さらに情報通信ネットワークが不連続に個人を結節点として多層化・多重化していると捉
え, 単一の視点をもって全体を俯瞰することのできない ｢空間｣ となっているとの認識が必要になる｡ さら
に, 都市化が進んだ大都市圏とまだ伝統的要素がのこっている地方との間, また生活における情報機器の組
み込みの点では世代の間 (いわゆる ｢デジタルネイティブ｣ の出現) などにおいて, 生活圏の認識は大きく
異なることも注意しなくてはならない｡



報化を相対的に捉えることが可能なのであろう

か｡ 森谷の指摘を踏まえれば, 情報化において

｢地域｣ は生活の中で居住域を共有する中に社

会認識としての共通な特異点を確認しながら,

価値やコミュニケーションの準拠枠を遂行的に

構成する社会的な過程において捉えることはで

きないだろうか｡ つまり, 情報の外部でそれと

平行する形で, コミュニケーションや情報発信

に社会的な準拠点を与える社会的な装置につい

て考察することが必要になるのである｡�������������������������� ��������������
地域情報化をめぐる社会認識に関して, 第２

章では ｢情報化｣, 第３章では ｢地域｣ に関す

る論点を取り上げてきた｡ ここでは本稿のまと

めとして, それらをふまえて ｢情報の地域化｣

という視点から ｢地域情報化｣ について検討し

たい｡

まずこれまでの論点を整理しよう｡ ｢情報化｣

に関しては, 技術のもつ合理性・普遍性に根拠

をおく技術史観にもどづき, 情報通信技術の合

理性・普遍性に根拠をおく発展であり, グロー

バルな先端的システムの論理を社会内部に貫徹

させる過程であると理解されることを示した｡

また, それは日本社会の都市化という現実を反

映した認識でもあった｡ これは社会発展の ｢合

理的｣ 認識モデルということができる｡

また, 情報化における ｢地域｣ に関しては,

上記の技術論的認識に依拠して, グローバルな

システムを社会に移植する空間的な範域であり,

そこでは地域内の情報化活動を通して内的諸資

源は上位システムのリソースに変換されること

で価値を与えられることを示した｡ また, 地域

社会の都市化により生活圏がメディア化し, 住

民に共通する準拠枠が措定しにくくなっている

ことも示した｡ 情報化を含めた現代社会という

文脈では, 地域社会における生活圏は ｢脱空間

化｣ し, ｢個人化｣ した形で認識されているの

である｡

ここから ｢地域情報化｣ について検討してみ

よう｡ ここまでの議論を踏まえれば, 一般的な

理解としては, 技術のもつ合理性・普遍性を根

拠に社会全体の発展を地域社会において具体化

する事業の遂行であり, そこでは技術の ｢先端

性｣ を価値とし, それぞれの地域社会に固有の

特性ではなく, 情報ユーザとしての合理性を基

準に事業や個人の活動の上位システムとの整合

性において認識される, と整理することができ

る(��)｡ これは現在の地域情報化を ｢上からの｣

強制としてひとくくりに批判することを意図す

るものではない｡ 成功例としての地域情報化事

業において ｢地域｣ やその主体性を強調しすぎ

ると, 地域社会がおかれた一般的な状況や各々

の実態を捨象するおそれがあることを指摘した

いのである｡ 本来はそれに立脚した多様なアプ

ローチを地域情報化において考えることが必要

ではないだろうか｡��� �������������
この視点をここでは ｢情報の地域化｣ と表現

しよう｡ ｢地域化｣ とは地域社会においてそこ

｢地域の情報化｣ から ｢情報の地域化｣ への転換は可能か

―�―(13) たとえばブロードバンドに関して, 全体の普及率が上昇する一方で, 地方での普及率との差は縮小しない,
または拡大するという問題を生んでいる｡ 九州に関しては総務省九州総合通信局平成22年７月13日発表 ｢九
州におけるブロードバンド・アクセスの普及状況≪平成22年３月末現在≫｣ を参照のこと｡



での固有の特異点を根拠に住民の活動を集合化

することを示すが, これを情報化で考える場合

は情報ネットワークの外部の社会的要素をとら

えることが重要になる｡ 上記の合理的なアプロー

チでは, 地域社会の特性として住民が認識しう

るものは実は普遍的なシステムを稼働させるリ

ソースと見なされているのである｡ この場合,

技術とそれに基づく情報サービスとの整合性が

重要なのであり, その点で地域の特性と見えた

ものは情報空間の無数の選択肢群のなかで価値

としては相対化されているのである｡

くり返すが, 地域社会という領域で情報化を

考えた場合, 情報ネットワークの技術的特性だ

けを根拠にして, ユーザが重要な選択肢として

地域社会を志向することを常に前提にすること

はできない｡ 社会学的観点からは, ユーザの選

択はネットワークの外部での生活者としての経

験の中で形成された価値志向のあり方にも規定

されると考える｡ 情報ネットワークやユーザの

志向に ｢地域｣ という準拠枠を設定するには,

情報化の過程をそれぞれの地域社会の制度や諸

関係に組み込む社会的な装置を考えることが必

要になるのである(��)｡
この点に関しては, ベックを引いて述べたよ

うに, 情報化における地域社会での意思決定の

あり方に焦点をあてる必要がある｡ 情報化は確

かに社会変革の過程であるが, それを地域社会

の側からの内発的問題解決的な過程として ｢情

報化｣ を位置づけ, 技術の過程としてだけでは

なく社会的過程としても ｢情報化｣ を捉えるこ

とを検討するのである｡

いくつか論点を上げてみよう｡ 第１に技術的

な文脈での情報化を特権化しない｡ 情報／情報

化は確かに技術の問題ではあるが, 合理的な認

識モデルの射程と限界を示す必要がある｡ それ

は知識社会学の視点を援用して, 情報が社会的

文脈において機能する位相における論理を踏ま

えて認識することであり, 社会の側から情報化

の多面的な機能を把握することにつながる｡

第２に, 第１の点から, 地域情報化の理解に

おいて問題解決的事業のみを過度に特権化せず,

日常レベルからの多層的な社会的過程として捉

えることをめざす｡ それは現代社会論の視点か

ら情報／情報化を含む地域社会での生活圏のあ

り方を認識することであり, それによって情報

／情報化が機能する文脈を示すことになる｡ 前

述の情報化の多面的な機能をきこの社会的文脈

においてとらえることが可能になるだろう｡

第３に, 第２の点をふまえて地域情報化にお

ける ｢主体｣ をより包摂的な形で提示すること

が必要になる｡ ここで ｢主体的｣ とは情報化の

位相で地域社会の成員や団体組織の活動がもつ

問題意識と参加のあり方について, その内発性

から評価した表現である｡ しかし, 個別事業に

とどまらない ｢主体｣ として地域社会を捉える

としても, その全体が, たとえば ｢共同体｣ の

語が含意するように, 均一な集合的な意思をも

つ統合的な状態として措定することはできない｡

現代社会論的視点にたてば, 脱空間化した生活

圏に一義的な準拠枠を措定することはできない｡

したがって, それは個別の事業や企画に留まら

ない, 日常的な態度にもつながるより包括的な

位相で把握されなければならなくなる(��)｡
注意して欲しいが, ここまでの議論は技術を
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―�―(14) 以下の論点に関しては, 城戸 (2008) および, 城戸 (2009) を参照｡
(15) 生活圏のメディア化という点を踏まえれば, 個々のパーソナルな関心という側面だけでなく, ユーザの社会
的態度や社会参加の積極性／消極性, その多位相的な社会的形態という側面からの記述も可能な, 包摂的な
準拠システムとして捉えることはできないだろうか｡



敵視することに本意があるのではなく, 地域情

報化を社会の視点から捉え直すことで技術の効

果を個々に最適化することを視野に入れている｡

これまでの論点をふまえれば, 増田が 『情報社

会』 において示す地域情報化の理解において自

己管理的側面から ｢主体性｣ を把握することが

ひとつの手掛かりになる(�６)｡ 表題に掲げたよ
うに, ｢地域の情報化｣ から ｢情報の地域化｣

への転換は可能だろうか｡ 先端化する情報技術

への適応を目的とすることなく, 通信基盤, サー

ビス提供, 管理形態において多様な形態を各地

域社会で選択可能になることが, それぞれの地

域での情報化を効果的にすることにつながるの

ではないだろうか｡����
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―�―(16) ただし, 情報通信技術の高度化に伴い, システムレベルでの自己管理は地域社会ではさらに困難になりつつ
ある (城戸 2008)｡ さらに, クラウドやツィッター, スマートフォンなどより情報ネットワークと端末との
融合が進んだサービスの浸透は, ｢合理的｣ な社会認識を深化させ, 個人ユーザレベルでの ｢地域｣ など社
会的属性に依拠した準拠枠の設定を困難にすると考えられる｡
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